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研究成果の概要（和文）：高齢者将来疾病負担シミュレータを開発し、高齢社会の社会保障費用（主に医療介
護）と就労所得による財政貢献のネット影響を推計すること、仮想政策シナリオの影響を検討することを目的と
した。当初予定した国外比較研究はコロナ禍のもと断念した。2043年時点の疾病負担と必要な60歳以上医療介護
費は約39.7兆円、健康状態・年齢・学歴別に就労確率推計と2016年段階の各層の平均稼働所得を用いて計算した
総稼働所得は約43兆円と推計された。高齢・高学歴女性の就労率の改善によって所得推計のさらなる上昇が見込
まれたが、健康状態の改善による変化はわずかだった。高齢社会の将来の社会保障の在り方に一石を投じる成果
を得た。

研究成果の概要（英文）：The current research project aimed at developing a microsimulation system to
 project disease burden and labor supply of old people aged 60 and over in order to estimate the net
 impact of population ageing onto the nation’s economy. As of 2043, the simulation results 
indicated that the total cost of formal medical and long-term care service for aged 60 and over will
 reach 360 billion USD, while the expected total labor-supply will reach about 390 billion USD (the 
value as of 2016). The results indicated that closing the gender inequality in labor participation, 
especially women with higher education, will had a larger impact compared to the improvement of 
population health by health promotion activities. 

研究分野：医療経済
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研究成果の学術的意義や社会的意義
ミクロシミュレーションを用いることで、健康状態・機能状態・就労参加など多様な高齢者の像を踏まえた将来
インパクトの推計が示された。近未来の高齢社会日本では、高齢者の健康機能状態は保たれており、学歴向上に
よる就労参加・生産性向上が見込まれることから、社会保障費の削減問題に留めず、より人材開発的な観点から
政策議論する必要があることが確認された。一方、学歴や性別による健康状態・就労状況の格差が広がる可能性
が懸念された。本研究の成果は、ミクロシミュレータを用いて、高齢者の多様性を踏まえた高齢社会研究を切り
開くとともに、高齢社会の維持可能性を高める政策議論に対して一石を投じるものとなった。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
高齢社会における医療介護ニーズの増大、少子化に伴う労働人口の減少、それらの結果として財
政的持続可能性が将来低下することが危惧され、医療介護費などの将来推計が厚生労働省など
から提示されてきた。しかし過去これらの将来推計は過剰推計となることが知られており、その
理由として医療介護を必要とする疾病機能障害の将来推計を伴わず、過去の医療介護給付の年
齢階層別情報を静的前提（将来にわたって変わらない）に基づいた単純推計を行っていたことが
原因とされていた。米国を始め欧米諸国では、高齢者の健康・機能状態が多様であることを踏ま
え、高齢者パネル研究データなどを用いたミクロシミュレータの開発が進んでいたが、日本では
健康・機能状態を推計できるミクロシミュレータが存在していなかった。 
 
 
 
２．研究の目的 
 
先行研究で開発した健康・機能状態将来推計ミクロシミュレータ（Japanese Future Elderly 
Model; J-FEM）を拡張し、医療介護ニーズとそれに伴う医療介護給付の将来動向を推計すると
ともに、健康・機能状態を考慮した高齢者の就労確率モデルを求め、将来高齢者就労による労働
所得を併せて推計する。これらを比較することにより、医療介護の公的サービスに対する費用と、
労働所得による効果とを比較することで、高齢社会日本の近未来における社会保障と高齢者就
労の在り方を検討する。またいくつかの仮想政策シナリオの結果について検討するとともに、同
様のミクロシミュレータをすでに開発している米国・英国の研究者グループと比較研究を試み
る。 
 
 
 
３．研究の方法 
 
１）健康・機能状態将来推計ミクロシミュレータ（J-FEM）の拡張 
11 疾病・3機能（ADL, IADL, うつ）・自覚的健康状態をベースに年齢・性別の状態移行確率
を、2010,2013, 2016 年度に実施された国民生活基礎調査を用いて推計、2011，2014，2017 年
実施の患者調査などから得られる受療率などを用いてキャリブレーションし、移行確率を確定
した。 
さらに学歴による死亡率・罹患率の違いを考慮するため、2000 年、2010 年実施の国勢調査個票
と同年人口動態調査死亡票個票とをデータリンケージし、学歴（高卒未満、高卒、短大・専門
学校卒、大学卒）ごと、年齢・性ごとの疾病別死亡率を求める。上記をまとめて学歴別の影響
を考慮できる J-FEM に拡張した。 
 
２）医療介護費の将来推計 
医療費の推計は、全国レセプトデータベース（NDB）のサンプルを用いて、年齢・性・併存症別
の月別利用額（外来初診・外来再診・入院別）を求め、状態別の受療率に基づき、拡張版 J-
FEM で推計した個人別併存症に合わせて推計医療給付費を推計した。2013 年段階での合計値を
用いて、公表国民医療費データとの整合性を確認しキャリブレーションを行った。 
介護給付費は全国介護給付等実態調査個票に基づき、年齢・性・機能状態別に平均介護費を計
算し、医療費推計と同様に推計将来人口モデルに外挿し、総介護費を施設介護・在宅通所介護
に分けて求めた。2013 年段階の公表介護給付データとの整合性を確認し、キャリブレーション
を行った。 
 
３）就労確率・稼働所得の推計 
年齢・性・学歴別・併存症別に 60 歳以上の就労確率を国民生活基礎調査個票を用いて求め、就
労確率推計モデルを作成したのち、J-FEM で推計した将来人口モデル（各年約 4500 万人）の個
人別就労確率を求め、2013 年段階での就労者人数でキャリブレーションした。2013-2016 年就労
基本調査の公表データを用いて、年齢・性・学歴別・就労形態（フルタイム・パートタイム）別
の平均稼働所得を求め、J-FEM ならびに就労確率推計モデルで求めた人口に掛け合わせて、将来
高齢人口層の稼働所得の総計を求めた。 
 
 
４．研究成果 
 



１）拡張版 J-FEM の開発 
早期のモデルを論文１および３として公表した。人口高齢化が進む 2034 年において、脳卒中・
冠動脈疾患などにおいては、有病者数が 2013 年と比較しても減少することが明らかとなった。 
 
図 1 脳卒中の年齢性別有病者数推計；2013 と 2034 

 

 （論文 3） 

 

65 歳平均余命の動向を推計したところ、 
 
図 2 65 歳平均余命（男女学歴別） 
（2016 と 2043） 
認知症を伴う寿命と伴わない健康寿命 

 
  全体 高校 短大 大卒 全体高校 短大 大卒 
     2016 年       2043 年 
（論文４ 図２より） 
 
２）医療介護費の将来推計 
１）で得られた情報をもとに、2013 年段階での状態別医療介護給付の状況が大きく変わらない
とした場合、60 歳以上医療費の総額は 2043 年の推計健康・機能状態のもとでは 39.7 兆円とな
ると推計された（物価上昇・技術開発による価格上昇は無視している）。 
 
図３ 推計医療介護費 



 

（論文４ 図 3より） 
 
３）就労確率と稼働所得 
推計の結果、高学歴高齢就労者が大幅増加（特に女性）することの影響が大きいことが明らかと
なった。65歳以上就労者の絶対数は 1160万人から 1100万人に減少するが、総給与所得額は 40
兆円から 43兆円と増加し、学歴向上に伴う一人当たりの生産力がアップすることが示唆された。 

 

図 4 高齢者（60歳いじょう）の就労人口の推計（2016，2040 男女学歴年齢階層別） 

 
 
学術的社会的意義：ミクロシミュレーションを用いることで、健康状態・機能状態・就労参加な
ど多様な高齢者の像を踏まえた将来インパクトの推計が示された。従来の静的将来推計と異な
り、近未来の高齢社会日本においては、高齢者の健康機能状態は保たれており、学歴の向上によ
る就労参加・生産性の向上などにより、高齢社会の財政的維持可能性の議論を単なる社会保障費
の削減問題に留めず、より人材開発的な観点から議論する必要があることが確認された。一方、
学歴や性別による健康状態・就労状況の格差が広がる可能性があること、特に高学歴女性の就労
確率の低さがネックとなることも示された。健康・機能状態の向上に伴う就労状況への影響に比
較し、学歴・ジェンダーによる就労条件の改善に大きな課題が残されていることも確認された。
以上から本研究の成果は、ミクロシミュレータを用いて、高齢者の多様性を踏まえた高齢社会研
究を切り開くとともに、高齢社会の維持可能性を高める政策議論に対して一石を投じるものと
なった。 
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